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 入札方法 総価で行う。落札決定に当たっ
ては、入札書に記載された金額に当該金額の
８パーセントに相当する額を加算した金額
（当該金額に１円未満の端数があるときは、
その端数金額を切り捨てるものとする。）を
もって落札価格とするので、入札者は、消費
税及び地方消費税に係る課税事業者であるか
免税事業者であるかを問わず、見積もった契
約金額の108分の100に相当する金額を入札書
に記載すること。

２ 競争参加資格
 予算決算及び会計令第70条の規定に該当し
ないこと。なお、未成年者、被保佐人、被補
助人であって、契約締結のために必要な同意
を得ている者は、同条中、特別の理由がある
場合に該当する。
 予算決算及び会計令第71条の規定に該当し
ないこと。
 平成28・29・30年度文部科学省競争参加資
格（全省庁統一資格）において、「物品の販売」
の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けさ
れた競争参加資格を有する者であること。な
お、当該競争参加資格については、平成29年
３月31日付け号外政府調達第61号の官報の競
争参加資格の資格に関する公示の別表に掲げ
る申請受付窓口において随時受け付けてい
る。
 本機構理事長から取引停止を受けている期
間中でないこと。
 「暴力団員による不当な行為の防止等に関
する法律」（平成３年法律第77号）に規定する
ところの暴力団及びその構成員、準構成員又
はその関係者でないこと。
 ＩＳＯ9001認定資格を有する者。
 プライバシーマーク（Ｐマーク）の付与認
定またはＩＳＭＳの認証資格を有する者。

３ 入札書の提出場所等
 入札書の提出場所、契約条項を示す場所、
入札説明書の交付場所及び問合わせ先
〒1628412 東京都新宿区市谷本村町10
７ 独立行政法人日本学生支援機構市谷事務
所 財務部経理課契約係 電話036743
6022
 入札説明書の交付方法 本公告の日から、
上記３の交付場所にて交付する。

 入札説明会の日時及び場所 平成29年12月
18日15時00分 独立行政法人日本学生支援機
構市谷事務所 １階会議室
 提出書類の受領期限 平成30年１月31日17
時00分
 入札書の受領期限 平成30年２月５日17時
00分
 開札の日時及び場所 平成30年２月６日15
時00分 独立行政法人日本学生支援機構市谷
事務所 １階入札室

４ その他
 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨。

 入札保証金及び契約保証金 免除。ただし、
落札者が契約を結ばない場合には、落札価格
の５パーセントに相当する違約金を支払わな
ければならない。
 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加を希望する者は、必要な書類等を所定の
受領期限までに、上記３に示す場所に提出
しなければならない。なお、開札日の前日ま
での間において、契約担当者から当該書類に
関し説明を求められた場合は、それに応じな
ければならない。
 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札に関する条件に違反した入札
書は無効とする。
 契約書作成の要否 要。
 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納入できると契約担当者が判断した入札者で
あって、本機構の予定価格の範囲内で最低価
格をもって有効な入札を行った入札者を落札
者とする。
 手続における交渉の有無 無。
 その他 詳細は、入札説明書による。
５ Summary

 Contracting Entity : Katsuhiro Endo, Pre‑

sident, Japan Student Services Organiza‑

tion

 Classification of the products to be pro‑

cured : 15, 28

 Nature and quantity of the products to be

purchased : Replacement of private branch

exchange and telephone sets in Japan Stu‑

dent Services Organization, Ichigaya office

1 set

 Delivery period : By 15 May, 2018

 Delivery place : 107 IchigayaHom‑

muracho Shinjuku‑ku Tokyo

 Qualification for participating in the ten‑

dering Procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall :

 not come under Article 70 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting. Furthermore, mi‑

nors, Person under Conservatorship or

Person under Assistance that obtained

the consent necessary for concluding a

contract may be applicable under cases

of special reasons within the said clause,

 not come under Article 71 of the Cabi‑

net Order concerning the Budget, Audit‑

ing and Accounting,

 have the Grade A, B or C qualification

during fiscal year, 2016, 2017, 2018 in

sales of product for participating in ten‑

ders by Ministry of Education, Culture,

Sports, Science and Technology (Single

qualification for every ministry and agen‑

cy),

 not be currently under a suspension of

business order as instructed by the Presi‑

dent,

 not be the mobster and the member, the

associate member or the person con‑

cerned going to be prescriptive in law

about prevention of an unfair act by a

gangster.

 have a privacy mark or ISMS (In‑

formation Security Management Sys‑

tem),

 have an authentication of ISO9001.

 Time limit of tender : 5 : 00 PM 5 Febru‑

ary 2018

 Contact point for the notice : Accounting

Division, Japan Student Services Organiza‑

tion, 107 IchigayaHommuracho Shinjuku‑
ku Tokyo, TEL 0367436022

入 札 公 告
次のとおり一般競争入札に付します。
平成 29 年 12 月１日
国立研究開発法人日本原子力研究開発機構
敦賀事業本部 業務管理部長 中西 弘樹

◎調達機関番号 817 ◎所在地番号 18
〇第 304401２号
１ 調達内容
 品目分類番号 26
 購入等件名及び数量
 高速増殖原型炉もんじゅで使用する電気
74992916kWh

 敦賀事業本部事務所他で使用する電気
1850403kWh
 もんじゅ運営計画・研究開発センター他
で使用する電気 1922000kWh
 原子炉廃止措置研究開発センターで使用
する電気 31800000kWh

 調達件名の特質等 入札説明書による。
 使用期間 平成30年４月１日から平成31年
３月31日まで
 需要場所 入札説明書による。
 入札方法 入札に記載する金額は、各社に
おいて設定する契約電力に対する単価（基本
料金単価）及び使用電力量に対する単価（電
力量料金単価）を根拠とし、あらかじめ当機
構が別途提示する各需要場所の月毎の予定契
約電力及び予定使用電力量に基づき算出した
各月の対価の年間総価とすること。
なお、落札決定にあたっては入札書に記載
された金額に当該金額の８パーセントに相当
する額を加算した金額（当該金額に１円未満
の端数があるときは、その端数金額は切り捨
てるものとする。）をもって落札価格とするの
で、入札者は、消費税に係る課税事業者であ
るか免税事業者であるかを問わず、見積もっ
た契約金額の108分の100に相当する金額を入
札書に記載すること。
※入札書に記載する金額の算定に当たって
は、力率割引又は割増、発電費用等に係る
燃料価格変動の調整額及び電気事業者によ
る再生可能エネルギー電気の調達に関する
特別措置法に基づく賦課金は考慮しないこ
ととする。
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